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第1章　基本計画の考え方

地区別人口および世帯数の推移予測

平成24年（2012） 平成29年（2017） 平成34年（2022）

世帯数 人口 世帯数 人口 世帯数 人口

青梅 5,029 11,535 5,041 10,704 5,023 9,844

長淵 9,244 21,965 8,709 20,610 8,286 19,341

大門 8,560 20,616 8,815 20,837 8,974 20,816

梅郷 4,395 11,027 4,466 11,221 4,505 11,144

沢井 1,565 3,750 1,486 3,467 1,371 3,136

小曾木 2,283 4,352 2,184 4,020 2,054 3,711

成木 1,127 2,211 1,123 1,995 1,083 1,767

東青梅 7,657 16,238 7,887 15,481 8,022 14,661

新町 8,220 19,693 9,142 21,671 9,689 22,815

河辺 7,570 16,103 7,876 16,241 8,114 16,035

今井 4,713 11,247 4,775 11,184 4,870 10,958

計 60,363 138,737 61,504 137,431 61,991 134,228

地区

年

※各年10月1日現在（平成24年は実績）

地区別将来人口および世帯数の推移
計画期間における地区別の人口推移は、平成23（2011）年１月１日現在の住民基本台帳

人口を基準とし、国勢調査との整合を図りつつ推計したところ、平成34（2022）年までの人
口推計結果は以下のとおりとなり、市全体では134,000人程度となることが見込まれます。
世帯数については、核家族化の進行や高齢者のみ世帯の増加に伴う世帯数の増加が見込ま
れますが、地区によっては、人口減少と同様に世帯数についても減少する地区があります。

これに対して、様々な施策展開による人口増加を目指し、目標人口を138,000人とします。
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（単位：人）

計画の目的
本基本計画は、基本構想に定めた青梅市の将来像の実現に向けて、施策を体系化し、施策

を推進していくための目的や目標、取組の考え方を示すことで、総合的かつ計画的な行財
政運営の基本とするものです。

基本計画の考え方1第 章

1

計画の役割
本基本計画は、次のような役割を持ちます。

（１）市政運営を自律的かつ継続的に経営的観点を持って推進するための総合指針
（２）市政やまちづくりに市民が参画・協働するための共通した目標
（３）国や東京都に対して、必要な施策や事業を行うための市としての主張
（４）近隣市町村等との間で相互に協力や調整、連携を図るための指針

2

計画の期間
本基本計画は、平成34（2022）年度を目標年次とする10年間の基本構想にもとづく、平成

25（2013）年度から平成34（2022）年度までの10年間を計画期間とします。
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基本構想で示されたまちづくりの基本方向にもとづいて設定する施策分野の体系は以
下のとおりとなります。

4　健全財政
3　公共施設保全・整備
2　情報推進・活用
1　行政運営
3　男女平等参画
2　人権・平和
1　市民参画・協働
6　都市景観
5　河川・砂防
4　下水道
3　公共交通
2　道路
1　都市形成
6　雇用
5　観光
4　新産業
3　商業
2　工業
1　農業・林業
6　社会保障
5　生活保護
4　ひとり親福祉
3　障害者福祉
2　高齢者福祉
1　地域福祉

2　医療体制・市立総合病院経営
1　予防・健康づくり

5　都市間交流
4　スポーツ・レクリエーション
3　図書館
2　歴史・文化・芸術
1　生涯学習
4　青少年活動
3　学校教育
2　家庭教育
1　子育て支援
4　循環型社会
3　生活環境
2　水辺環境
1　森林
5　公園・緑地
4　住宅
3　防犯・消費者保護
2　交通安全
1　防災・消防

1	 安全で快適に暮らせるまち

2	 自然と共生し環境にやさしいまち

3	 次代を担う子どもをみんなで育むまち

4	 文化・交流活動がいきづくまち

5	 みんなが元気で健康なまち

6	 福祉が充実したまち

7	 活気ある産業で雇用が生まれるまち

8	 都市基盤が整う魅力あるまち

9	 みんなが参画し協働するまち

10 持続的な行財政運営ができるまち

まちづくりの基本方向 施策分野

基本計画の体系2第 章

平成25（2013）年度から平成29（2017）年度までの5年間の財政見通し

歳入 歳出 財源過不足

市税 979 人件費 334

国庫支出金 390 扶助費 785

都支出金 302 公債費 159

諸収入 21 投資的経費 139

市債 133 繰出金 325

その他 542 その他 677

合計 2,367 合計 2,419 △ 52

（単位：億円）

平成30（2018）年度から平成34（2022）年度までの5年間の財政見通し

歳入 歳出 財源過不足

市税 942 人件費 318

国庫支出金 409 扶助費 840

都支出金 300 公債費 172

諸収入 18 投資的経費 73

市債 116 繰出金 379

その他 594 その他 669

合計 2,379 合計 2,451 △ 72

（単位：億円）

財政見通し
少子高齢化の進展、生産年齢人口の減少、消費税をはじめとする国の税制改正の動向等、

財政運営に影響のある社会動向を踏まえた、計画期間における一般会計の財政見通しです。
なお、この財政見通しにもとづく考え方および特別会計については、第2部第10章「持続

的な行財政運営ができるまち」の「健全財政」の中で記述しています。
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